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佐々木秀智
今年度本研究は、以下の電子メディアに関し、そのメディアの普及が合衆国憲法修正第l条に関す
る法理論に与えた影響について検討を行った。
l.ケーブルテレビ・衛星放送
1980~90年代に爆発的に全米に普及し、アメリカの中心的メディアとなったケーブルテレビ・衛星
放送の修正第l条上の位置づけ、その具体的規制のあり方について検討した。
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これらのメディアは、当初地上波放送を補完するものとの位置づけがなされていたが、 1984年ケー
ブル通信政策法等のこれらのメディアを規律する諸立法が、市場競争原理を基本とし、法規制を抑制
的なものとしたことから急成長した。特にケーブルは、 1992年ケーブル消費者保護・競争法に象徴さ
れるように、地上波放送を凌駕してしまったことから規制が強化され、合衆国最高裁も、 1990年代の
2つの判決においてアメリカ社会においてケーブルの果たす役割が変化し、主要なメディアとして修
正第l条上取り扱うべきとの立場を明らかにした。そこで社会におけるメディアの役割とその法的評
価について分析した。
一方の衛星放送は、ケーブルと対等に競争できるメディアとして法制度上の措置が講じられ、連邦
下級審レベルでも、それらの措置が修正第l条に違反しないとされている。その背景として、新たに
ケーブルが思想の自由市場の支配者となることへの懸念が存在することを明らかにした。
2. 通信メディア
通信メディアは、90年代まで修正第1条による保障の対象外であると考えられてきたが、通信メディ
アによる映像配信サービスの開始によって保障の対象となった。そこでは、 1934年通信法制定当時に
おいては技術的に映像配信サービスを提供できなかったことが前提とされていたにもかかわらず、技
術の進歩により可能となった場合に、法的にどのように対応すべきかが議論されていた。そして、コ
モンキャリアとしての位置づけと同時に表現の自由を事有する者としての地位が認められるように
なったことを明らかにした。
3. インターネット
インターネットの爆発的普及によって生じた修正第1条上の問題に対処する際に、連邦議会、合衆
国最高裁ともに、インターネットを放送、通信、ケーブル、印刷のいずれのメディアと同等に位置づ
けるべきかについて検討し、印刷と同等のものとして位置づけている。このことから、放送やケーブ
ル等に認められてきた特別な法規制が認められないこととなった。しかしながら、インターネット上
に生じる諸問題に対して、修正第 l条に違反することなく、制定法、判例法それぞれで対応を試み、
新たな法理論が形成されつつあることを明らかにした。
そしてこれらの研究の一部について、明治大学法学部創立130周年記念論文集、法律論叢で公表し、
また総務省情報通信政策研究所情報通信法学研究会等で報告した。
以上
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